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Abstract
In this paper, I introduce the current condition of the environmental public interest 
litigation (civil litigation) in Taiwan. Firstly, I introduce the environmental public interest 
litigation (civil litigation) system and the civil litigation system of the Environmental Impact 
Assessment Law, including the requirements of the civil litigation and the difference 
between “subjective litigation” (general litigation) and the civil litigation. Secondly, I take 
up the Supreme Administrative Court decisions since 2010, according to a civil lawsuit on 
the Environmental Impact Assessment Law, to describe and analyze the important issues. 
Finally, I evaluate the decisions of the civil litigation, and present the problems about subject 
of the civil litigation and temporary remedy, and I suggest it is necessary to introduce civil 
lawsuit in Japanese environmental law.
1．はじめに
日本の行政事件訴訟法（以下、「日本行訴法」という。）では、客観訴訟について法律の特別
な定めがある場合にのみ認められ、その具体的な立法例として民衆訴訟としての住民訴訟（地
方自治法 242 条の 2）と選挙訴訟（公職選挙法 203 条、204 条、207 条、208 条）が、機関訴訟
としての都道府県への国の関与・市町村への都道府県の関与に係る訴訟（地方自治法176条7項、
251 条の 5 ～ 252 条）がある。しかし、環境法分野では、環境法律においてこうした明文規定
がないため、市民又は公益団体が客観訴訟として提訴することはいまだ認められていない（1）。
もちろん、市民又公益団体は主観訴訟として例えば取消訴訟、無効等確認訴訟、義務付け訴訟、
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差止め訴訟などを提訴することができるが、これらの主観訴訟はいずれも、厳しい訴訟要件が
課せられている。例えば、取消訴訟の場合、市民又は公益団体の原告適格の有無がしばしば問
題となり、原告適格を認めるには根拠法令や関係法令で市民又は公益団体の生活環境の権利利
益等を保護する旨を読み取れる法解釈論の展開が必要である（日本行訴法 9 条 2 項）が、この
解釈論が実際には容易なことではない。非申請型義務付け訴訟及び差止め訴訟は、環境保全に
比較的有益な訴訟類型ではあるが、原告適格のみならず（日本行訴法 37 条の 2 第 3 項、第 37
条の 4 第 4 項）、「重大な損害」要件、補充性要件（日本行訴法 37 条の 2 第 1 項、37 条の 4 第
1 項）という、取消訴訟よりも極めて厳しい訴訟要件が課せられ、簡単にクリアできないのが
裁判例の現状である。訴訟要件をクリアできなければ訴えを却下され、環境保護の目的達成に
は不可能となる。環境法分野では、全体として主観訴訟だけでは限界があると言わなければな
らず、客観訴訟の必要性が論じられてきたのである。
筆者は、以前このような問題意識をもって「台湾における行政訴訟法と環境法上の公益訴訟」
と題する論稿（以下、「前稿」という。）を執筆した（2）。そこでは台湾の行政訴訟法（以下、「行
訴法」という。）上の公益訴訟及び公益団体訴訟、環境法上の公益訴訟、裁判実務の現状を紹介し、
公益訴訟の全体的評価を加えた。裁判実務の状況について、前稿執筆時点で検討対象とした環
境公益訴訟（環境市民訴訟）の件数が同制度の導入した 1998 年から 2009 年まで最高行政裁判
所でみれば 6 件のみであった。その後、2010 年から 2016 年 10 月現在まで最高行政裁判所で
みれば 24 件があり、環境公益訴訟件数が増加しており、そのうち環境影響評価法に基づく公
益訴訟が大半である。
環境影響評価分野の行政訴訟について、日本では、住民や環境保護団体が環境アセスメント
手続の瑕疵、環境アセスメントの不実施等による環境アセスメント法違反として、あるいは代
替案の不検討等として行政訴訟で争おうとする場合、環境市民訴訟制度がないこと、環境アセ
スメントの判断が許認可権限機関に法的拘束力を有してなく許認可という裁量処分を行う際の
一考慮要素（環境配慮審査）として位置づけられるものである（日本環境影響評価法 33 条）
ことから、許認可そのものの違法性を争うことになる。その結果、許認可権限機関を相手にす
るしかできず、環境省を直接に相手にすることができない、ということになる。許認可の取り
消しを求める訴訟、許認可の無効の確認を求める訴訟などを提訴できるが、環境省を相手に、
環境アセスメントの（再）実施、代替案の検討等の義務付けを求める訴訟は認められない。ま
た、公法上の当事者訴訟（確認訴訟）については、確認の利益がないとして認められない（辺
野古事件・那覇地判平成 25 年 2 月 20 日判決）。確認の利益が認められたものの、環境アセス
メント実施請求権という実体的権利がないという理由で環境アセスメントの実施の請求が棄却
された（神奈川環境アセスメント事件・横浜地判平成 19 年 9 月 5 日判決）（3）。全体として、住
民や環境保護団体が使える訴訟形態が取消訴訟や無効確認訴訟等に限られ、しかも前述したよ
うに、これらの主観訴訟は厳しい訴訟要件（原告適格や処分性など）が課せられ、提訴しやす
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いものとはいえず、訴訟要件がクリアしたとしても、本案審理で裁量の逸脱・濫用の有無が審
査されることになるが、環境アセスメントの判断が許認可権限機関に法的拘束力がないという
現在のアセスメント法制では、アセスメントの瑕疵、アセスメントの不実施や代替案の不検討
等による許認可の違法性が認められるのが相当困難であろう。
一方、台湾の場合、環境影響評価手続について、第 1 段階において環境保護署が開発行為が
環境に重大な影響を及ぼすか否かにつき行った決定が、行政処分とされ、取消訴訟や無効確認
訴訟等の対象となる。また、第 2 段階において開発すべきでないとする環境保護署の審査決定
が、許可権限機関に法的拘束力を有するものとされ、環境影響評価が通過するまで、許可権限
機関が開発許可をしてはならず、それに違反した場合その許可が無効とされる（4）。このように
環境保護署の環境影響評価の決定を行政処分化することにより、住民や環境保護団体が、環境
保護署を直接相手にすることができ、同署の決定の違法性・無効を争う取消訴訟・無効確認訴
訟はもちろん、環境影響評価の実施や代替案の検討の義務付けを求める訴訟も認められる。ま
た、後述する、客観訴訟としての市民訴訟も認められる。全体として環境影響評価の実効性を
確保するために住民や環境保護団体による提訴可能な訴訟形態が比較的多い。そのうち、とく
に市民訴訟制度が環境影響評価には有効な訴訟形態である。
したがって本稿は、前稿に続き、2010 年以降の環境影響評価法上の公益訴訟（市民訴訟）
に係る最高行政裁判所判決を取り上げ、重要な争点・論点を検討するうえ、日本法への示唆を
述べる。
2．環境公益訴訟制度と環境影響評価法上の公益訴訟制度
前稿で述べたように、台湾では、公益訴訟の法的根拠は、一般法としての行政訴訟法 9 条・
35 条と、個別法としての環境法律における市民訴訟規定とがある。一般法としての行訴法 9
条・35 条の公益訴訟が 1999 年の行訴法改正時に導入されたが、これに先行して、環境法律で、
1998 年 12 月 29 日改正空気汚染防制法 74 条（現行法 81 条）は市民訴訟規定が導入された。
この初めての市民訴訟規定は、①公私の場所（被規制者）が本法又はそれに基づく命令に違
反しているにもかかわらず、主管機関がその法令の執行を怠っているときは、被害者又は公益
団体は書面をもって執行を怠ったことについての具体的な内容を主管機関に通告し、②主管機
関がその通告書面が到達した日から 60 日を経過したにもかかわらず執行しないときは、被害
者又は公益団体は怠った職務につき、行政裁判所に直接、主管機関を被告とし、主管機関が執
行すべき旨を命ずるよう提訴する、というものである。また、認容された場合、行政裁判所は
職権で、弁護士費用、鑑定費その他の訴訟費用を大気品質の維持に具体的な貢献を有する者に
対し、被告機関が支給すべき旨を命じることができる。この市民訴訟条項は、その後、モデル
条項として、1999 年 6 月 22 日改正廃棄物処理法 34 条の 1（現行法 72 条）、2000 年 1 月 1 日
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改正海洋汚染防止法 59 条、2000 年 2 月 2 日制定の土壌及び地下水汚染整治法 49 条、2002 年
5 月 22 日改正水汚染防止法 72 条においても導入された。また、注目すべきは、2002 年 12 月
11 日制定の環境基本法 34 条、2003 年 1 月 8 日改正環境影響評価法 23 条においても導入され
ていることである（5）。
環境影響評価法 23 条の市民訴訟規定は、以下の通りである。「開発事業者が本法又はそれに
基づく命令に違反しているにもかかわらず、主管機関（環境保護署等、以下同。）がその法令
の執行を怠っているときは、被害者又は公益団体は書面をもって執行を怠ったことについての
具体的な内容を主管機関に通告することができる。主管機関がその通告書面が到達した日から
60 日を経過したにもかかわらず執行しないときは、被害者又は公益団体は怠った職務につき、
行政裁判所に直接、主管機関を被告とし、主管機関が執行すべき旨を命ずるよう提訴すること
ができる。」（同条 8 項）。また、「行政裁判所は前項の判決を下す場合、職権で、被告機関が、
弁護士費用、検測鑑定費その他の訴訟費用を開発行為による環境の負荷を軽減することに具体
的な貢献を有する者に支払う旨を命じることができる。」（同条 9 項）。
この市民訴訟規定は、以下のいくつかの特徴がある。
2．1．出訴者
市民訴訟を提起できる者は、被害者又は公益団体である。ここでいう「被害者」とは、環境
保護署等が環境影響評価法令により課せられる公法上の財産給付義務、作為又は不作為義務を
怠っていることにより権利利益を侵害された、あるいは侵害されるおそれがある者はもちろ
ん、環境影響評価法令の忠実な執行により保護される利益を侵害された、あるいは侵害される
おそれがある者も含まれると解されなければならない。環境影響評価法令の忠実な執行により
保護される利益は市民全体に及ぶ包括的拡散的な利益であるため、「被害者」は実質的に「何人」
と同義であるといえる。したがって、市民訴訟は、主観訴訟における原告適格要件を要求され
ることなく、何人も環境影響評価法令の忠実な執行を求めることができるのであり、環境影響
評価制度の実効性を確保するための有益な訴訟手段である。
また、公益団体も市民訴訟を提起できる。環境保護団体などが考えられるが、公益団体の定
義、適格性などについては明文規定がないため、個々の事件の判断に委ねられることとなって
いる。
2．2．原告請求の内容（訴訟対象）
環境影響評価法上の市民訴訟は、環境保護署が環境影響評価法令の忠実な執行を怠っている
ときに提訴できるものであり、原告請求の内容は、環境影響評価法令を忠実に執行することで
ある。そのため法執行を怠った事実がなければ出訴できない。法執行がいかなる作用を意味す
るかについて、開発事業者に対し義務履行を確保するための手段（行政上の強制執行、行政罰
など）、法令に付与される各行政手段（権力的行為、非権力的行為、法律行為、事実行為）、違
法行為への差止めなどが考えられる。このように、市民訴訟で原告が請求できるのは、主観訴
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訟における行政処分の取り消し、行政処分の義務付け、行政処分の差止めなどにとどまらず、
環境影響評価法令に基づく行政活動のすべてである。一市民でも環境保護団体でも行政による
忠実な法令の執行を求めることができ、行政機関にあらゆる行政手段を用いて忠実に法執行を
するよう求めることができる。
2．3．訴訟通告
市民訴訟を提訴する前に、環境保護署所定の書面をもって、法執行を怠ったことについての
具体的な内容を環境保護署等の主管機関に通告するという手続きが義務付けられる。主管機関
は通告が到達して 60 日以内にその通告どおりに忠実に執行すれば、市民訴訟の提訴が認めら
れず、60 日経過したにもかかわらず法令を忠実に執行しないときに初めて提訴が認められる。
この 60 日の通告期間を設ける趣旨は、市民訴訟の本来の目的が法令の忠実な執行であり、60
日の通告期間は通告を受けた主管機関が法令を忠実に執行しているかについて事実関係と法
令の意味の確認を行う上判断するための期間であり、また、理論的にも法令の執行を担う主管
機関に第 1 次的判断権を与えることが望ましい、ということである。この通告期間は、出訴前
の前置手続きであり、訴訟要件であり、それを経ずに直ちに出訴した場合には、訴えが却下さ
れる。
2．4．請求を認容した場合の判決の下し方
原告が法令の忠実な執行を求めて市民訴訟を提訴してその請求が認容された場合、行政裁判
所は環境保護署等に、①法令の忠実な執行をするための必要な措置を講じるよう命じることが
できるとともに、②職権で、弁護士費用、検測鑑定費その他の訴訟費用を開発行為による環境
の負荷を軽減することに具体的な貢献を有する者に支払う旨を命じることができる。
①について、行政裁判所がどこまで判決で環境保護署等に対して命じることができるかにつ
いて、明文規定がないが、市民訴訟の性質や目的から考えれば、主管機関に対して、開発事
業者に特定の行政処分、作為義務又は不作為義務を課す、ないし事実行為を行うよう命じる
ことができると考えられる。この点について、主観訴訟と比べて、市民訴訟における行政裁
判所判決の下し方が特徴的とはいえない。例えば、主観訴訟である義務付け訴訟で認容され
た場合、行政裁判所が行政庁に対し、請求した特定の行政処分を行うよう命じることができ、
主観訴訟である一般給付訴訟で認容された場合、行政裁判所が行政庁に対し、請求した財産
上の給付義務、作為義務、不作為義務（ないし事実行為）を課すよう命じることができる。
判決の下し方という「出口」について、市民訴訟では特にメリットがあるとは言い難い。し
かし、市民訴訟制度全体を見ると、前述したように市民訴訟は、原告適格の要件が無しに等
しいのであり、60 日の通告期間が要求されるが、主観訴訟である義務付け訴訟が訴願前置
が要求されるの（行訴法 5 条）と比べれば、たいした期間の制約にはならず、住民や環境保
護団体にとって非常に提訴しやすい訴訟形態であり、「入口」という点でメリットが大きい。
②について、行政裁判所は主管機関に対し弁護士費用、検測鑑定費その他の訴訟費用を開発
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行為による環境の負荷を軽減することに具体的な貢献を有する者に支払う旨を命じること
ができるものである。すなわち弁護士費用、訴訟費用など提訴に係る必要費用を主管機関が
負担するということである。この点について、主観訴訟と比べれば、訴訟費用について主観
訴訟では原則敗訴側が負担することで、市民訴訟が同様である。しかし弁護士費用について
は、主観訴訟では当事者がそれぞれ負担するとされるのに対して、市民訴訟では勝訴原告に
は負担不要となる点で特徴的である。弁護士費用を主管機関に負担させる趣旨は、法令の忠
実な執行が主管機関の本来の責務であり、それを監督し提訴するために生じる費用の負担が
主管機関の責務範囲にあることである。勝訴原告の費用負担の免除によって一般市民又は公
益団体が主管機関の法令の忠実な執行を積極的に監督することを促すことを期待できるの
である。
3. 環境影響評価法上の公益訴訟（市民訴訟）に係る裁判実務の現状
以下では、環境影響評価法上の市民訴訟に関する 2010 年以降の最高行政裁判所判決を取り
上げ、争点・論点を検討し、台湾の市民訴訟の特色を述べる。
3．1．環境公益訴訟と行政訴訟との関係
裁判実務において環境公益訴訟と行訴法上の訴訟類型との関係が問題となったのは、①環境
公益訴訟が義務付け訴訟又は一般給付訴訟に当たるか、②環境公益訴訟が確認訴訟として提訴
することが可能か、という 2 点がある。
3．1．1．義務付け訴訟説と一般給付訴訟説（6）
まず①について、海水浴場開発事件・最高行政裁判所 101（2012）年 9 月 20 日 101（2012）
年度裁字第 1888 号裁定（決定。以下同。）が注目される。本件は、一般給付訴訟とする下級審
と義務付け訴訟とする最高行政裁判所との間に見解が分かれている事例である。
本件は、環境保護団体 X（「台湾環境保護聯盟」）は、海水浴場開発事業者 A による観光旅館
の建設が環境影響評価を要するがそれを経ておらず建設を続行したことにつき、台東県政府 Y が
環境影響評価法 22 条に基づき A に対し処罰をし開発停止を命じなければならないにもかかわら
ずそれらを怠っているとして、高雄高等行政裁判所に対して、Y が A に対する開発行為の停止と、
原告に対する弁護士費用 6 万元の支払いを命じるよう、市民訴訟として提訴したものである。
高雄高等行政裁判所 97（2008）年 1 月 23 日 96（2007）年訴字第 647 号判決は（原審判決
①）、本件市民訴訟の性質が一般給付訴訟とするとともに、Y が A に対し開発停止を命じせよ、
原告に対し 6 万元を支払えという認容判決を下した。これに対し最高行政裁判所（第 6 法廷）
99（2010）年 4 月 22 日 99（2010）年判字第 403 号判決は、本件市民訴訟が義務付け訴訟とし、
係争予定地の環境影響評価の要否につき再検証をするよう、原審判決①を破棄し、原審に差戻
した（最高行裁判決①）。その後、高雄高等行政裁判所 99（2010）年 9 月 7 日 99（2010）年訴
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更一字第 8 号判決（原審判決②）は、原審①と同様に、Y に対して、A に対する開発停止命
令と原告に対する 6 万元の支払いを命じたとともに、本件市民訴訟の性質につき一般給付訴訟、
義務付け訴訟のいずれかによっても本件の実体的判断とは無関係であるとした。その後、最高
行政裁判所（第 6 法廷）100（2011）年 8 月 18 日 100（2011）年判字第 1451 号判決（最高行
裁判決②）は、本件市民訴訟の性質につき、最高行裁判決①と同様に、義務付け訴訟とし、原
審判決②を破棄し、再度、原審に差戻した。高雄高等行政裁判所101（2012）年2月23日100（2011）
年訴更二字第 36 号判決は、A に対する開発停止命令と原告に対する 6 万元の支払いを認容す
るほか、本件市民訴訟の性質につき最高行裁判決②に従い、義務付け訴訟とした。（その後、
最高行政裁判所 101（2012）年 9 月 20 日 101（2012）年度裁字第 1888 号裁定、却下、確定。）
本件から、環境影響評価法上の市民訴訟と行政訴訟法上の訴訟類型との関係につきいかに見
るべきかが問題となる。
本件最高行政裁判所は、環境影響評価法上の市民訴訟が、行政訴訟法上の訴訟類型のいずれ
に属することを前提にして、しかもそれが義務付け訴訟であるとした。一般論としては、特別
法としての環境影響評価法と、一般法としての行政訴訟法との関係からみれば、その見解が妥
当である（それが義務付け訴訟か一般給付訴訟かがおいておく）。しかしながら、筆者は別の
見方もありうると考える。
環境公益訴訟制度は、前述したように、一般法としての行政訴訟法に先行して、1998 年に
個別法として空気汚染防制法において導入された。その背景にはアメリカの環境保護の仕組み
をモデルにする環境保護団体による推進があった。すなわちアメリカの義務履行確保型と規制
権限行使請求型の市民訴訟をモデルに導入したものである。その後、行訴法は大幅な改正によ
り、訴訟類型の増加で従来の取消訴訟のほか、確認訴訟、義務付け訴訟、一般給付訴訟が創設
され、それぞれの訴訟要件、訴訟対象などが明文化し、全体としてドイツ型の訴訟類型を採っ
ている。一方、環境影響評価法を含む他の環境諸法律は、行訴法改正後も、空気汚染防制法に
倣って、行訴法の訴訟類型を意識せず、市民訴訟規定を設けることになってきた。このように
アメリカ型の市民訴訟制度と、ドイツ型の行政訴訟類型とは別々に作り上げられてきた。
比較法的にいえば、アメリカの訴訟類型とドイツ型の行政訴訟類型が異なっており、アメリ
カの市民訴訟制度がドイツ法からみれば相容れないものといえる。そのためドイツでは団体訴
訟制度があるが、アメリカの市民訴訟に準ずる訴訟制度が見られない。しかし、アメリカの市
民訴訟とドイツの行政訴訟類型の両者を採用・導入した台湾では、市民訴訟と行政訴訟類型と
の関係を論ずる意義が乏しいと思われる。そもそも環境公益訴訟（市民訴訟）は義務履行確保
と規制権限行使請求のため市民でも提訴可能な訴訟形態であり、一種の包括的な訴訟形態であ
り、一般法としての行政訴訟類型とは特殊な訴訟形態であり、行政訴訟類型と切り離して位置
づけることも可能であろう。そうであれば、アメリカ型の環境市民訴訟は環境保護に特化する
訴訟形態であり、ドイツ型の行政訴訟類型とは、別々に存在するもので、しかも環境市民訴訟
を行政訴訟類型とすり合わせる必要もないであろう。
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3．1．2．確認訴訟としての可能性
次に②について、裁判実務において環境公益訴訟が確認訴訟として提訴することが可能か
についても問題となる。この点につき、最高行政裁判所 101（2012）年 11 月 15 日 101（2012）
年判字第 980 号判決（原審：台北高等行政裁判所 100（2011）年 5 月 19 日 98（2009）年訴字
第 739 号判決）は、否定的な見解を示した。
本件は、環境保護団体 X ら（「中華民国荒野保護協会」ら）は、開発事業者 A による文化スポー
ツ事業の環境影響評価につき台北市政府（環境保護局）Y が行った、条件付き審査通過という
環境影響審査決定に代替案の検討が行われず重大かつ明白な瑕疵があり無効であるとして、台
北高等行政裁判所に対して、①その環境影響審査決定が無効であること、② Y が A に対し係
争事業の環境影響評価通過までに開発停止を命じるよう市民訴訟として提訴したものである。
最高行政裁判所と台北高等行政裁判所は、環境影響評価法上の市民訴訟は、主管機関に対し
法令の執行を求めるものであるために一定の内容の行為を求めるものであり、一般給付訴訟又
は義務付け訴訟に限り提訴することができるのであって、公法上の法律関係の確認（行政処分
の無効の確認、公法上の法律関係の成立・不成立）を求める訴訟（確認訴訟）としては提訴で
きないとした。
しかしながら、前述したように、環境公益訴訟は、包括的な訴訟形態で一種の特別な訴訟形
態であり、ドイツ型の行政訴訟類型と対照するならば行政訴訟類型のすべてを含むものと見る
べきである。法令の忠実な執行を求めるのが目的であり、法令の忠実な執行を実現するために
は、原告が主管機関に対し行政処分はもちろん、事実行為を命じることを求めることも可能
であり、また、法律関係の無効の確認を求めることを否定することも考えられにくい。原告が
主観訴訟として無効確認訴訟を提起でき、無効確認訴訟で処分機関への確認という前置手続き
（行訴法 6 条 2 項）が要求されるが、一種の手続きの制約にすぎず訴訟形態としては否定する
ものではない。客観訴訟として無効確認訴訟として提訴できないとすれば、環境公益訴訟の趣
旨を矮小化するものといわなければならない（7）。
また、無効確認訴訟の可能性が否定されたほか、事実関係の確認の訴えも否定された（最高
行政裁判所 100（2011）年 12 月 29 日 100（2011）年度判字第 2263 号判決（原審：台北高等行
政裁判所 100（2011）年 2 月 24 日 99（2010）年度訴字第 1179 号判決）。この点につき前述と
同様な問題がある。
3．2．訴訟対象
環境影響評価法上の市民訴訟は、原告が提訴するには主管機関が法令の執行を怠ったことが
要求される。「法令の執行を怠った」ことの意味について必ずしも明確とはいえない。特に環
境影響評価通過後、環境保護団体がその環境影響評価決定が違法であり主管機関に対し環境影
響評価の再実施を求めて開発事業者に開発停止を命じよう市民訴訟として提訴できるかがし
ばしば問題となる。　　
台湾における環境公益訴訟の現状（蔡）政策科学 24 － 4, Mar. 2017
－ 134 －
この点について、最高行政裁判所 105（2016）年 7 月 28 日 105（2016）年度判字第 392 号判
決は、否定的な見解を示した。本件は、環境保護団体が環境影響評価通過決定が違法であり環
境影響評価の再実施を求めて市民訴訟を提訴した。最高行政裁判所は、主管機関が法令の執行
に違反したこともなく、法令の執行を怠ったこともなく、市民訴訟の提起を認めないとした。
また、最高行政裁判所 105（2016）年 5 月 19 日 105（2016）年度判字第 239 号判決もほぼ同旨で、
市民訴訟の提起を否定した。
しかしながら、前述の場合、環境影響評価通過決定の争い方について環境保護団体が主観訴
訟の取消訴訟としてその違法性を争い、あるいは義務付け訴訟として環境影響評価の再実施の
訴えを求めることができるが、原告適格要件が厳しく主観訴訟を提起することは容易ではな
い。客観訴訟としての市民訴訟も否定すれば、主管機関が法令により環境影響評価を行ったか
否か、環境影響評価決定が適法かについて司法による法的統制が不可能となる。したがって「法
令の執行を怠ったこと」について広くとらえるのが望ましく、法令により環境影響評価を行っ
ていないことも含むものと解すべきであろう。
3．3．出訴者の適格性
市民訴訟を提起できる者は、被害者又は公益団体である。ここでいう「被害者」について、
裁判実務において概ね、緩やかな見解が示されている。
例えば、台北高等行政裁判所 102（2013）年 4 月 3 日 101（2012）年度訴更一字第 30 号判決は、
開発事業者が環境影響評価法令に違反しているにもかかわらず主管機関がその法令の執行を
怠ったことにより権利利益を被った者はもちろん、権利利益を被るおそれのある者も含まれる
とする。また、最高行政裁判所 102（2013）年 12 月 19 日 102（2013）年度判字第 782 号判決は、
係争開発施設所在地の近隣住民が環境影響評価範囲外に居住しているが、係争開発施設の建設
により生活環境上重大な影響を受ける者であり、市民訴訟の「被害者」に当たるものとした。
さらに、最高行政裁判所 102（2013）年 3 月 29 日 102（2013）年判字第 165 号判決は、係争地
下鉄建設予定地にある社会福祉施設の利用者及び福祉活動に参加する者が地下鉄建設により
居住権、文化権などを侵害され、市民訴訟の被害者に当たるとした。
また、公益団体について、2006 年行訴法改正時に公益団体訴訟の訴訟手続上の制約（事前
手続への不参加による出訴の制限、訴訟法上の主張の制限）が提案されたが、その立法が見送
られた。また、出訴公益団体の資格を制限すべきとする判決もあった（8）。しかし、その後、裁
判実務では、全体として公益団体の適格性について柔軟に認定しており、団体の適格性を欠く
として提訴を却下した例が見られない。
3．4．仮の救済
環境影響評価法上の市民訴訟は、原告が法令の忠実な執行を求めるものであるが、本案訴訟
とともに、仮の救済を求めることができるかについても論点の一つである。この点について環
境影響評価法令では仮の救済に関する明文規定がないため、行訴法上の規定が適用されるか、
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いかに適用されるかが問題となる。
行訴法では、仮の救済について①行政処分につき執行停止（116 条）、②それ以外の行政活
動については仮処分（298 条）がある。①執行停止の認容要件は、「回復困難な損害」、「緊急性」、
「公益上重大な影響がないこと」、「主張が法律上明らかに理由があること」とされ、市民訴訟
にはきわめて厳しいものである。②仮処分について権利を対象とするものと、法律関係を対象
とするものの 2 種類がある。前者は、公法上の権利が現状変更により実現できないか、または
実現困難なときに権利の保全を目的とするものであり、現状維持を目的とするものであり「現
状維持型仮処分」という。後者は、公法上の法律関係に係る紛争にあたり、重大な損害または
緊急の危険の防止のために必要と認められるときに法律関係を暫定的に実現するものであり、
現状改変を目的とするものであり「現状改変型仮処分」という。この 2 種類の仮処分の認容要
件も、市民訴訟にも相当厳しいものである。また、学説においても、この 2 種類の仮処分が市
民訴訟に適用されないと解されている（9）。
仮の救済の要件自体がきわめて厳しいこと、学説も否定説であることで、裁判実務では、前
稿でみた 2009 年までではすべて仮処分が否定されている。2010 年以降においては、仮救済事
件が最高行政裁判所でみれば 7 件あるが、認容例が 1 件のみで、却下例が 6 件（最高行政裁判
所 99（2010）年 4 月 22 日 99（2010）年度裁字 843 号裁定、100（2011）年 12 月 22 日 100（2011）
年裁字 3073 号裁定など）である。
唯一の認容例は、最高行政裁判所 99（2010）年 9 月 2 日 99（2010）年度裁字 2029 号裁定で
ある。本件は、係争開発事業の近隣住民は、別件で環境影響評価通過決定が違法であるとして
その決定の取り消しを求める訴訟（取消訴訟）を提起して台北高等行政裁判所 96（2007）年
度訴字 1117 号判決によりその環境影響評価通過決定が違法であり取消されて、これを受けて、
主管機関に対し開発事業者に対する開発行為の停止を命じよう市民訴訟として提起したもの
である。最高行政裁判所は、本件開発許可が前掲の台北高等行政裁判所で取り消されたため、
本件では本案で法律上の理由がある蓋然性が高いこと、本件開発により水や空気の汚染等によ
り近隣住民の健康や生活環境等に重大な危害をもたらすことになり、それらを防止する緊急性
や必要性を認めるとして、主管機関に対して、事業者に対し裁定書到達 7 日内から環境影響評
価が通過するまで開発行為の停止を命じせよという仮処分を認めた。
以上みてきたように、仮の救済が認められるには相当困難である。しかし、環境影響評価手
続きを実質化させ環境の負荷を与える開発行為を停止させるには、とりわけ前述の「現状改変
型仮処分」が重要な意義をもつものである。したがって主観訴訟と異なる、特殊な仮の救済が
必要であろう。
4. 結びに代えて
台湾では、行政訴訟事件数は、最高行政裁判所のみでみれば、2008 年までに年間 1 万件を
超えていたが、2007 年 8 月の裁判費用徴収制度が施行してから徐々に減少しており、2009 年
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及び 2010 年 8 千件以下、2011 年 6 千 5 百件弱になり、そして 2012 年 9 月の行政裁判所審級
の改正（2 級 2 審から 3 級 2 審に）によりさらに減少して、2012 年約 4 千 8 百件、2013 年約
3 千 5 百件、2014 年約 3 千 7 百件、2015 年約 4 千 4 百件となっている（10）。近年、概ね、3、4
千件で落ち着いているが、日本と比べ人口比も考慮すればやはり多い。
環境市民訴訟の件数は、前述したように、制度導入開始の 1998 年から 2009 年まで、最高行
政裁判所のみでみれば僅か 6 件のみであったが、2010 年から 2016 年 10 月現在まで 24 件あり、
徐々に増加している。そのうち、環境評価評価法上の市民訴訟が 14 件あり、環境市民訴訟の
6 割弱を占めており、しかも、ほとんどが環境保護団体による提訴のものである。また、14 件
の裁判の結果をみると、認容が 4 件、棄却が 10 件となっている。
以上みてきたように、アメリカ発の環境市民訴訟制度は、台湾においても 1998 年から導入
され、しかも環境分野以外では見られない、環境分野に特化する市民訴訟制度である。実際の
18 年間の運用状況をみても、環境保護団体による提訴が多いこと、行政裁判所の認容率も高
いことから、全体として環境保護の意識・行動が高まって積極化しており、司法にも一定の程
度肯定されており、総じて環境市民訴訟制度が環境保護において大きな役割を果たしてきたも
のとして評価することができよう。
しかし、前述したように、訴訟対象、仮の救済については市民訴訟の本来の目的達成のため
になお柔軟な解釈をする必要があろう。主観訴訟と異なり一種の特殊な訴訟形態であること、
環境保護における市民訴訟の役割に鑑みて、主観訴訟と異なる解釈論を展開することが必要で
あろう。
一方、日本においては、とりわけ環境分野において冒頭で述べた主観訴訟の限界から、環境
分野に特化する市民訴訟の立法化が重要課題となろう。住民訴訟や選挙訴訟のように、個別環
境法律において一市民でも環境保護団体でも提訴しやすい市民訴訟制度が必要であろう。ま
た、環境アセスメントについてアセスメントの実質化を図るためにアセスメントの判断をより
重みのあるものにするほか、市民や環境保護団体が訴訟手続きを含むアセスメント手続きに関
わりやすい仕組みを再構築する必要があろう。
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注
（1） その状況から、行政法や環境法学界では、とりわけ 2004 年行政事件訴訟法改正後、立法課題の一つとし
て団体訴訟の立法化が重ねて提唱されてきたが、未だ立法されていないのが現状である。斉藤浩・高木光・
阿部泰隆「更なる行政訴訟制度の改革（上）（下）」自治研究 82 巻 3 号（2006 年 3 月）39 頁以下、大久保
規子「団体訴訟」自由と正義 57 巻 3 号 31 頁以下参照。
（2） 蔡秀卿 「台湾における行政訴訟法と環境法上の公益訴訟」大阪経済法科大学法学論集 69 号 153 頁以下
（2011 年）。
（3） 越智敏裕『環境訴訟法』（日本評論社、2015 年）387 ～ 390 頁はアセスメント分野の環境行政訴訟の実態
を紹介している。
（4） 台湾の環境影響評価手続について、蔡秀卿ほか編著『台湾法入門』（法律文化社、2016 年）92 ～ 95 頁を
参照されたい。
（5） 前稿のほか、前掲注（4）
　・蔡秀卿ほか 96 ～ 99 頁も参照されたい。
（6） 台湾の行政訴訟類型について、蔡秀卿「行政事件訴訟の類型の再構築－台湾の行政訴訟類型の改革の経
験から－」紙野健二ほか『行政法の原理と展開　室井力先生追悼論文集』所収（法律文化社、2012 年）
182 頁以下を参照されたい。
（7） 張文郁 「浅論行政訴訟之公益訴訟－兼評最高行政法院 101 年度判字第 980 号判決」月旦裁判時報 25 号
（2014 年 2 月）14 ～ 37 頁も批判的見解を示している。
（8） 蔡秀卿 前掲注（2）・170 頁。
（9） 翁岳生編『行政訴訟法逐条釈義』（五南図書出版、2002 年）752 頁（葉俊栄執筆）。
（10） 行政訴訟事件数の統計データにつき、司法院ホームページによる。
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